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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第87期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第86期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（百万円） 315,094 308,5911,288,947

経常利益（百万円） 56,059 57,974 226,806

四半期（当期）純利益（百万円） 39,733 38,439 123,184

純資産額（百万円） 850,558 893,890 849,815

総資産額（百万円） 1,822,8601,789,1291,764,038

１株当たり純資産額（円） 681.34 729.37 692.59

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
34.03 32.94 105.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
31.56 30.53 97.84

自己資本比率（％） 43.64 47.57 45.82

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
68,503 39,982 285,669

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△18,819 △23,595△124,644

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△27,812 △21,881△100,797

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
118,554 149,945 152,792

従業員数（人） 48,284 49,852 50,399

　注　　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社（以下、当社グループという）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　

 

４【従業員の状況】

（１）　連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 49,852    (6,098)

　注　従業員数は就業人員であり、臨時従業員については（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

（２）　提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 6,313 　

　注　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）　生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

ガラス（百万円） 96,309

電子（百万円） 117,516

化学品（百万円） 54,412

その他（百万円） 4,961

合計（百万円） 273,199

注　１　金額は、平均販売価格（消費税等抜）により算出したものであります。

２　連結会社間の取引が複雑で、セグメント毎の生産高を正確に把握することは困難なため、概算値で表示しており

ます。

（２）　受注状況

　当社グループでは、受注生産を行っている製品はほとんどありません。

（３）　販売実績

　販売実績については、「４　財務状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおりでありま

す。

　

　

２【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した当社グループの事業等のリスクについて重要な変更はありません。また、当

第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクも発生しておりません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財務状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）　経営成績

当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）における当社グループを取り巻く世界

の経済環境を概観すると、先進国の景気は緩やかに回復し、新興国の景気は拡大しました。中国をはじめとしたアジア

では、輸出の増加と内需の堅調な推移により景気の拡大が続きました。欧州においては、財政緊縮に取り組む国で景気

低迷が続いたものの、新興国需要を中心とした輸出が牽引しドイツなど一部の国では緩やかな景気回復が続きました。

アメリカにおいては、個人消費に支えられ景気は緩やかに回復しました。一方、日本においては、輸出と生産の持ち直し

により景気は緩やかに回復していましたが、３月に発生した東日本大震災により企業の生産活動と消費者マインドな

どに影響が出ました。

このような環境の下、当社グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は、前第１四半期連結会計期間比65億円

（2.1％）減の3,086億円、営業利益は同２億円（0.4％）増の541億円、経常利益は同19億円（3.4％）増の580億円、四

半期純利益は同13億円（3.3％）減の384億円となりました。

 

当第１四半期連結会計期間における各報告セグメントの業績は、以下のとおりです。 

①　ガラス

　建築用ガラスの需要は、日本、アジア、欧州においては引き続き緩やかな回復基調にありますが、北米では低調に推移

しています。ただし、各地域とも季節要因により出荷は前四半期に比べ減少しました。また、日本では東日本大震災の

影響により、建築用ガラスの生産設備が一部損傷したため、３月の出荷が減少しました。 　

  自動車用ガラスでは、欧州、アジア、北米の需要が回復基調にありますが、日本ではエコカー補助金終了の反動に加

え、東日本大震災の影響により出荷が減少しました。

　ソーラー用ガラスの出荷は、一部の国で補助金施策が変更された影響もあり、前四半期と同水準にとどまりまし 

た。

この結果、当第１四半期連結会計期間のガラスの売上高は1,371億円、営業利益は64億円となりました。　　

②　電子

　液晶パネルの需要が期前半は好調であったため、当社グループのＴＦＴ液晶およびプラズマディスプレイ用などの

表示デバイス用ガラス基板の出荷は前四半期に比べ増加しました。 

　半導体関連部材やオプトエレクトロニクス用部材を中心に電子部材の出荷は引き続き堅調に推移しました。なお、東

日本大震災による出荷への影響は軽微でした。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の電子の売上高は1,063億円、営業利益は426億円となりました。

③　化学品

日本では、塩化ビニル原料や苛性ソーダなどのクロールアルカリ製品、ウレタン原料、フッ素製品の出荷は堅調に推

移していましたが、東日本大震災の影響により３月の出荷が減少したため、当期における出荷は前四半期に比べ減少

しました。アジアでのクロールアルカリ製品の出荷は堅調に推移しました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の化学品の売上高は601億円、営業利益は47億円となりました。

　

  なお、当社グループの国内拠点では東日本大震災により一部設備が損傷しましたが、生産設備はほぼ復旧しており、

各拠点での生産活動は順次再開しています。損傷が大きかった鹿島工場の船積バースも完全復旧に向けて作業を進め

ています。
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各報告セグメントに属する主要な製品の種類は以下のとおりです。

報告セグメント 主要製品 

 ガラス

フロート板ガラス、型板ガラス、網入り磨板ガラス、Low-E（低放射）ガラス、

建築用加工ガラス（断熱・遮熱複層ガラス、安全ガラス、防・耐火ガラス、防犯ガラス等）、

自動車用強化ガラス、自動車用合わせガラス、ソーラー用ガラス、産業用加工ガラス、

装飾ガラス等　

 電子 　

表示デバイス用ガラス基板、ディスプレイ用特殊ガラス、ディスプレイ用周辺部材、

光学薄膜製品、オプトエレクトロニクス用部材、合成石英製品、ガラスフリット・ペースト、

半導体製造装置用部材、照明用製品等

 化学品 　
塩化ビニル原料、苛性ソーダ、ウレタン原料、ガス、溶剤、フッ素樹脂、撥水撥油剤、

医農薬中間体、ヨウ素製品、電池材料等

 上記製品の他、当社は、セラミックス製品、物流・金融サービス等も扱っています。

　

（２）　財政状態

①　総資産　　　

 　 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比251億円増の17,891億円となりました。これは主に、有

形固定資産が増加したことによるものです。

②　負債

 　 当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末比190億円減の8,952億円となりました。これは主に、未払

法人税等が減少したことによるものです。 

③　純資産

　　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度比441億円増の8,939億円となりました。これは主に、配当金

の支払いがあったものの、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことに加え、円安により為替換算調整勘

定が増加したことによるものです。

 

（３）　キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間におけるフリー・キャッシュ・フロー（営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フロー

　の合計）は、税金等調整前四半期純利益を計上したことなどにより164億円の収入となりました。一方、配当金の支払

　いなどにより財務活動によるキャッシュ・フローは支出となり、当第１四半期連結会計期間の現金及び現金同等物

　（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末より28億円（1.9％）減少し、1,499億円となりました。

　①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当第１四半期連結会計期間における営業活動により得られた資金は、前第１四半期連結会計期間比285億円

　　（41.6％）減の400億円となりました。これは、主に法人税等の支払額が増加したことなどによるものです。

　②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　当第１四半期連結会計期間における投資活動により使用された資金は、前第１四半期連結会計期間比48億円

　　（25.4％）増の236億円となりました。これは、重要な戦略投資及び維持更新を中心とした設備投資を実施したこと

　　などによるものです。　

　③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当第１四半期連結会計期間における財務活動により使用した資金は、前第１四半期連結会計期間比59億円

　　（21.3％）減の219億円となりました。これは、主に配当金の支払いを行ったことによるものです。  

  

（４）　対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。また、当第１

四半期連結会計期間において新たな課題も発生しておりません。

 

（５）　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は、9,882百万円であります。なお、当第１四半期

連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

（１）　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。 

 

（２）　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

 

 

EDINET提出書類

旭硝子株式会社(E01122)

四半期報告書

 7/56



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,186,705,9051,186,705,905

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる

株式であります。また、

単元株式数は1,000株で

あります。

計 1,186,705,9051,186,705,905－ －
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（２）【新株予約権等の状況】

　イ　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第４回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成17年３月30日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個）  577

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
577,000 

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により発行（移転）する

株式１株につき1,226円（注３）

新株予約権の行使期間
平成19年６月１日～

平成23年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,226

資本組入額  　613

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　注　１  普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成17年６月１日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的たる株

式の数を分割または併合の比率に応じ、比例的に調整する。

３　平成17年６月１日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額（以下、払込価額という）を、分割または併合の比率に応じ比例的に調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、平成17年６月１日以降、当社が普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

ただし、新株の発行または自己株式の処分が新株予約権の行使、第５回無担保転換社債の転換の請求、「商法等

の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）施行前の商法第210条ノ２に定める株式の譲渡の請求に

従って行われる場合は、払込価額の調整は行わない。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、対象者という）は、当社または当社関係会社の取締役、執行役員、従

業員の地位を失った後も、本総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株予約

権割当契約（以下、割当契約という）に定めるところにより、権利を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が権利を行使することができる。

(4) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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②　第５回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年３月30日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個）  620

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
 620,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により発行（移転）する

株式１株につき1,757円（注３）

新株予約権の行使期間
平成20年６月１日～

平成24年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,757

資本組入額  　879

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　注　１  普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成18年４月28日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的たる株

式の数を分割または併合の比率に応じ、比例的に調整する。

３　平成18年４月28日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額（以下、払込価額という）を、分割または併合の比率に応じ比例的に調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、平成18年４月28日以降、当社が普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

ただし、新株の発行または自己株式の処分が新株予約権の行使、第５回無担保転換社債の転換の請求、「商法等

の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）施行前の商法第210条ノ２に定める株式の譲渡の請求に

従って行われる場合は、払込価額の調整は行わない。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、対象者という）は、当社または当社関係会社の取締役、執行役員、従

業員の地位を失った後も、本総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株予約

権割当契約（以下、割当契約という）に定めるところにより、権利を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が権利を行使することができる。

(4) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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③　第６回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年３月30日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個）  15

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
15,000 

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により発行（移転）する

株式１株につき1,779円（注３）

新株予約権の行使期間
平成20年６月１日～

平成24年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,779

資本組入額  　890

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単元

株式数は1,000株である。

２　平成18年６月１日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的たる株

式の数を分割または併合の比率に応じ、比例的に調整する。

３　平成18年６月１日以降、当社が普通株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額（以下、払込価額という）を、分割または併合の比率に応じ比例的に調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、平成18年６月１日以降、当社が普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

ただし、新株の発行または自己株式の処分が新株予約権の行使、第５回無担保転換社債の転換の請求、「商法等

の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）施行前の商法第210条ノ２に定める株式の譲渡の請求に

従って行われる場合は、払込価額の調整は行わない。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、対象者という）は、当社または当社関係会社の取締役、執行役員、従

業員の地位を失った後も、本総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株予約

権割当契約（以下、割当契約という）に定めるところにより、権利を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が権利を行使することができる。

(4) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　ロ　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①  旭硝子株式会社2007年７月発行新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

取締役会の決議日（平成19年６月13日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 258

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
258,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円 

新株予約権の行使期間
平成19年７月３日～

平成49年７月２日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,447

724

新株予約権の行使の条件  （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

　注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単元

株式数は1,000株である。

２　平成19年７月２日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株予約

権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再編対

象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上記「新

株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使することが

できる。

①対象者が平成44年７月２日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成44年７月３日から平成49年７月２日

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

(4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

(5) 対象者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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②　旭硝子株式会社2007年７月発行新株予約権（通常型ストックオプション）

株主総会の特別決議日（平成19年３月29日）

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 55

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
55,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき1,732円（注３）

新株予約権の行使期間
平成21年７月２日～

平成25年７月１日　　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

2,072

1,036

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

　注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単元

株式数は1,000株である。

２　平成19年７月２日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

３　平成19年７月２日以降、次の(ⅰ)又は(ⅱ)の事由が生じる場合、新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、それぞれ次に定める方法により、

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

(ⅰ)当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合

行使価額を、分割又は併合の比率に応じ比例的に調整する。

(ⅱ)当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分をする場合（当該新株の発行又

は自己株式の処分が新株予約権の行使、第５回無担保転換社債の転換の請求、「商法等の一部を改正する

等の法律」（平成13年法律第79号）施行前の商法第210条ノ２に定める株式の譲渡の請求に従って行われ

る場合を除く。）

行使価額を次の算式により調整する。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社又は当社関係会社の取締役、執行役員、

従業員の地位を失った後も、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」と

いう。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

(4) 対象者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(5) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注  ５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記(ⅲ)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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③  旭硝子株式会社平成20年７月発行新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

取締役会の決議日（平成20年６月11日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 265

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
265,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円 

新株予約権の行使期間
平成20年７月２日～

平成50年７月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,007

504

新株予約権の行使の条件  （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項   新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

　注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単元

株式数は1,000株である。

２　平成20年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株予約

権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再編対

象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上記「新

株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使することが

できる。

①対象者が平成45年７月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成45年７月２日から平成50年７月１日

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

(4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができ　

る。

(5) 対象者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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④　旭硝子株式会社平成20年７月発行新株予約権（通常型ストックオプション）

株主総会の特別決議日（平成20年３月28日）

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 65

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
65,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき1,391円（注３）

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日～

平成26年６月30日　　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,612

806

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項   新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

　注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単元

株式数は1,000株である。

２　平成20年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により新株予約権１個当たりの目的であ

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割（又は株式併合）の比率

３　平成20年７月１日以降、次の（ⅰ）又は（ii）の事由が生じる場合、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、それぞれ次に定める方法によ

り、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

（ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合

行使価額を次の算式により調整する。  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１　

株式分割（又は株式併合）の比率

（ii）当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（当該新株の発行又

は自己株式の処分が新株予約権の行使により行われる場合を除く。）

行使価額を次の算式により調整する。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社又は当社関係会社の取締役、執行役員、

従業員の地位を失った後も、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」と

いう。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

(4) 対象者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(5) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注  ５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記(ⅲ)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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⑤　旭硝子株式会社平成21年７月発行新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

取締役会の決議日(平成21年６月10日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 647

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株)
647,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円

新株予約権の行使期間
　平成21年７月２日～

平成51年７月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　488

資本組入額  244

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成21年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

 (2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株予約

権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

 (3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再編対

象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上記「新

株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使することが

できる。

①対象者が平成46年７月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成46年７月２日から平成51年７月１日

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

 (4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

 (5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

 (6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

 (ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

 (ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

 (ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

 (ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

 (ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

 (ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

 (ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

 (ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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⑥　旭硝子株式会社平成21年７月発行新株予約権（通常型ストックオプション）

株主総会の特別決議日(平成21年３月27日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 75　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株)
75,000　

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）　

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき776円（注３）　

新株予約権の行使期間
　平成23年７月１日～

平成27年６月30日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　977

資本組入額　489　

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成21年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により新株予約権１個当たりの目的であ

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割（又は株式併合）の比率

３　平成21年７月１日以降、次の（ⅰ）又は（ii）の事由が生じる場合、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、それぞれ次に定める方法によ

り、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

（ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合

行使価額を次の算式により調整する。   

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１　

株式分割（又は株式併合）の比率

（ii）当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（当該新株の発行又

は自己株式の処分が新株予約権の行使により行われる場合を除く。）

行使価額を次の算式により調整する。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社又は当社関係会社の取締役、執行役員、

従業員の地位を失った後も、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」と

いう。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

(5) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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注　５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記(ⅲ)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。　

EDINET提出書類

旭硝子株式会社(E01122)

四半期報告書

23/56



⑦　旭硝子株式会社平成22年７月発行新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

取締役会の決議日(平成22年６月９日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 432

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株)
432,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円

新株予約権の行使期間
　平成22年７月２日～

平成52年７月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　621

資本組入額  311

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成22年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

 (2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株予約

権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

 (3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再編対

象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上記「新

株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使することが

できる。

①対象者が平成47年７月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成47年７月２日から平成52年７月１日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

 (4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

 (5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

 (6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

 (ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

 (ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

 (ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

 (ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

 (ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

 (ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

 (ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

 (ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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⑧　旭硝子株式会社平成22年９月発行新株予約権（通常型ストックオプション）

株主総会の特別決議日(平成22年３月30日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 205　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株)
205,000　

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）　

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき862円（注３）　

新株予約権の行使期間
　平成25年９月１日～

平成31年８月31日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,102

資本組入額　  551　

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成22年９月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により新株予約権１個当たりの目的であ

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割（又は株式併合）の比率

３　平成22年９月１日以降、次の（ⅰ）又は（ii）の事由が生じる場合、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、それぞれ次に定める方法によ

り、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

（ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合

行使価額を次の算式により調整する。   

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１　

株式分割（又は株式併合）の比率

（ii）当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（当該新株の発行又

は自己株式の処分が新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使又は当社による新

株予約権付社債の取得と引換えにより行われる場合を除く。）

行使価額を次の算式により調整する。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社又は当社関係会社の取締役、執行役員、

従業員の地位を失った後も、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契約」と

いう。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

(5) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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注　５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記(ⅲ)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。　
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⑨　旭硝子株式会社平成23年３月発行新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

取締役会の決議日(平成23年２月９日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 31

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株)
31,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円

新株予約権の行使期間
　平成23年３月２日～

平成53年３月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　946

資本組入額  473

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　平成23年３月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株

式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

 (2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株予約

権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

 (3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再編対

象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上記「新

株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使することが

できる。

①対象者が平成48年３月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成48年３月２日から平成53年３月１日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

 (4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができる。

 (5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

 (6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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　注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めることを条件とする。

 (ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

 (ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

 (ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

 (ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。なお、

再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

 (ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

 (ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

 (ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

 (ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得する

ことができる。
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　ハ　会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①　旭硝子株式会社2012年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債

取締役会の決議日(平成21年11月25日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 10,000　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 44,714,720（注２，６）　

新株予約権の行使時の払込金額 1,118.2円（注３，６）　

新株予約権の行使期間
平成21年12月28日～

        平成24年10月31日（注４）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

              発行価格　　1,118.2

              資本組入額　    560 （注６）

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され

たものであり、本社債からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項

　各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、そ

の額面金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

新株予約権付社債の残高　 50,000百万円　

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下

記３(2)記載の転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による

調整は行わない。

３　(1) 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、その額面金額と同額とする。

(2) 転換価額は、第１四半期会計期間末現在1,118.2円である。

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、下記の算式により調整される。なお、下記の算

式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。

    
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数 × １株当たりの払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回る価額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発

行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

４　ただし、①本社債の繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（ただし、繰上償還を受けな

いことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消

却される時まで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場

合も、平成24年10月31日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。

上記にかかわらず、本新株予約権付社債の発行要項に定める当社による本新株予約権付社債の取得の場合、取

得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使することはできない。また、当社の組織再編等を

行うために必要であると当社が合理的に判断した場合、組織再編等の効力発生日の翌日から起算して14日以内

に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。
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また、上記にかかわらず、本新株予約権の行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該暦日が東京にお

ける営業日でない場合、その東京における翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する

法律第151条第１項に関連して株主を確定するために定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併

せて「株主確定日」と総称する。）の東京における２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業

日でない場合、その東京における３営業日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定

日が東京における営業日でない場合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、

本新株予約権を行使することはできない。

５　(1) 組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の発行要項

に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新

株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。ただし、かかる承継及び交付については、(ⅰ)そ

の時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築されているか又は構築可能

であり、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断す

る。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条件とする。かか

る場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善

の努力をするものとする。本(1)に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対して本新株予約権付社債

の発行要項に定める証明書を交付する場合、適用されない。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権

に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

(2) 上記５(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同

一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件等

を勘案のうえ、本新株予約権付社債の発行要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。なお、

転換価額は上記３(3)と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通株

式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領でき

るように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他

の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られ

る数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ)上記以外の組織再編等の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に

本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に

承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記「新株予約権の行使期間」に

定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦承継会社等による新株予約権付社債の取得

承継会社等は、承継会社等の新株予約権及び承継された社債を本新株予約権付社債の取得と同様に取得す

ることができる。

⑧新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とする。
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⑨組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑩その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。承

継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

(3) 当社は、上記５(1)の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承

継させる場合、本新株予約権付社債の発行要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付

社債の発行要項に従う。

６　平成23年３月30日開催の第86回定時株主総会において期末配当金を１株につき14円とする剰余金の処分に関す

る議案が承認可決され、中間配当金を含めた平成22年12月期の年間配当が１株につき26円となったことに伴

い、信託証書の転換価額調整条項に従い、平成23年１月１日に遡って転換価額を1,122円から1,118.2円に調整

した。各数値は、調整後の数値に基づいている。
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②　旭硝子株式会社2014年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債

取締役会の決議日(平成21年11月25日)

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数(個) 10,000　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 45,691,309（注２，７）　

新株予約権の行使時の払込金額 1,094.3円（注３，７）　

新株予約権の行使期間
平成21年12月28日～

        平成26年10月31日（注４）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

              発行価格　　1,094.3

              資本組入額　    548 （注７）

新株予約権の行使の条件 （注５）

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され

たものであり、本社債からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項

　各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、そ

の額面金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注６）

新株予約権付社債の残高　 50,000百万円

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。また、単

元株式数は1,000株である。

２　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下

記３(2)記載の転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による

調整は行わない。

３　(1) 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、その額面金額と同額とする。

(2) 転換価額は、第１四半期会計期間末現在1,094.3円である。

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、下記の算式により調整される。なお、下記の算

式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。

    
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数 × １株当たりの払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回る価額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。)の発

行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

４　ただし、①本社債の繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（ただし、繰上償還を受けな

いことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消

却される時まで、また③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場

合も、平成26年10月31日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできない。

上記にかかわらず、本新株予約権付社債の発行要項に定める当社による本新株予約権付社債の取得の場合、取

得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使することはできない。また、当社の組織再編等を

行うために必要であると当社が合理的に判断した場合、組織再編等の効力発生日の翌日から起算して14日以内

に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできない。
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また、上記にかかわらず、本新株予約権の行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該暦日が東京にお

ける営業日でない場合、その東京における翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する

法律第151条第１項に関連して株主を確定するために定められたその他の日（以下、当社の定める基準日と併

せて「株主確定日」と総称する。）の東京における２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業

日でない場合、その東京における３営業日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定

日が東京における営業日でない場合、その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合、

本新株予約権を行使することはできない。

５　(1) 各本新株予約権の一部行使はできない。

(2) 平成25年２月１日まで（同日を含まない。）は、本新株予約権付社債権者は、ある四半期の最後の取引日に

終了する30連続取引日のうちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日に

おいて適用のある転換価額の120％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日までの期間（平成25

年１月１日に開始する四半期については、同日から同年１月31日）において、本新株予約権を行使するこ

とができる。ただし、本(2)記載の本新株予約権の行使の条件は、以下①、②及び③の期間は適用されない。

　① (ⅰ)Standard & Poor's Ratings Services若しくはその承継格付機関（以下「S&P」という。）による当

社の長期優先債務若しくは本新株予約権付社債の格付（格付がなされた場合に限る。以下同じ。）がB以下

である期間、若しくは株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）

による当社の長期優先債務若しくは本新株予約権付社債の格付がA以下である期間、(ⅱ)S&P若しくはR&I

により当社の長期優先債務若しくは本新株予約権付社債の格付がなされなくなった期間、又は(ⅲ)S&P若

しくはR&Iによる当社の長期優先債務若しくは本新株予約権付社債の格付が停止若しくは撤回されている

期間

　②当社が、本新株予約権付社債権者に対して、繰上償還の通知を行った以後の期間（ただし、繰上償還を受け

ないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）

　③当社が組織再編等を行うにあたり、上記４記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新株予約

権付社債の発行要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知を行う日（同日

を含む。）から当該組織再編等の効力発生日（同日を含む。）までの期間

６　(1) 組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の発行要項

に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新

株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。ただし、かかる承継及び交付については、(ⅰ)そ

の時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築されているか又は構築可能

であり、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断す

る。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条件とする。かか

る場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善

の努力をするものとする。本(1)に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対して本新株予約権付社債

の発行要項に定める証明書を交付する場合、適用されない。

　　　　「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権に係

る当社の義務を引き受ける会社をいう。

(2) 上記６(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同

一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件等

を勘案のうえ、本新株予約権付社債の発行要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。なお、

転換価額は上記３(3)と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通株

式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領でき

るように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他

の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られ

る数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。
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(ⅱ)上記以外の組織再編等の場合、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に

本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に

承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記「新株予約権の行使期間」に

定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。また、承継会社等の新株予約権の行使は、上

記５(2)と同様の制限を受ける。

⑦承継会社等による新株予約権付社債の取得

承継会社等は、承継会社等の新株予約権及び承継された社債を本新株予約権付社債の取得と同様に取得す

ることができる。

⑧新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑨組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑩その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。承

継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

(3) 当社は、上記６(1)の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承

継させる場合、本新株予約権付社債の発行要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付

社債の発行要項に従う。

７　平成23年３月30日開催の第86回定時株主総会において期末配当金を１株につき14円とする剰余金の処分に関す

る議案が承認可決され、中間配当金を含めた平成22年12月期の年間配当が１株につき26円となったことに伴

い、信託証書の転換価額調整条項に従い、平成23年１月１日に遡って転換価額を1,098円から1,094.3円に調整

した。各数値は、調整後の数値に基づいている。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

 発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

 資本準備金
増減額
(百万円)

 資本準備金
残高
(百万円)

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 1,186,705 － 90,873 － 91,164

 

（６）【大株主の状況】

       大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

　　　せん。
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（７）【議決権の状況】

　　 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をして

　　おります。

　

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式  　　　　　　　　　  －  　　　　　　　　 　 －  　　　　　　　　　　  　－

 議決権制限株式（自己株式等）  　　　　　　　　　  －                      －  　　　　　　　　　  　　－

 議決権制限株式（その他）  　　　　　　　　 　 －  　　　　　　　 　 　－  　　　　　　　　　  　　－

 完全議決権株式（自己株式等）

 （自己保有株式）

 普通株式　  19,722,000
 　　　　　　　　  　－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あります。また、単元株式数は

1,000株であります。

 （相互保有株式）

 普通株式　　 　244,000
 　　　　　　　　 　 －  同上

 完全議決権株式（その他）
 普通株式

 　　　 　1,160,333,000
              1,160,333  同上

 単元未満株式  普通株式     6,406,905 　　　　　　　　　  －  同上

 発行済株式総数           1,186,705,905 　　　　　　　　　  －  　　　　　　　　　  　  －

 総株主の議決権  　　　　　 　　　　 －               1,160,333 　　　　　　　　  　  　－

　注　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　自己保有株式　　　　　　　　　　　　989株

　　相互保有株式　　共栄商事株式会社　　703株

　　　　　　　　　　 

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

 所有者の氏名又は
 名称

 所有者の住所
 自己名義所有
 株式数（株）

 他人名義所有
 株式数（株）

 所有株式数の
 合計（株）

 発行済株式総数に
 対する所有株式数
 の割合（％）

 （自己保有株式）

 旭硝子株式会社

 東京都千代田区有楽町

 一丁目12番１号

    

19,722,000
－

    

19,722,000
1.66

 （相互保有株式）

 共栄商事株式会社 

 東京都大田区南蒲田

 二丁目16番１号 

       

244,000
－

       

244,000
0.02

 計  　　　　　　　　　 －
    

19,966,000
－

    

19,966,000
1.68
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,055 1,154 1,163

最低(円) 948 1,017 950

　　注　株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によるものであります。

　

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までに役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成23

年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 99,188 91,497

受取手形及び売掛金 226,419 237,962

有価証券 54,000 68,000

商品及び製品 77,712 74,122

仕掛品 43,491 38,737

原材料及び貯蔵品 71,289 63,493

その他 56,688 58,163

貸倒引当金 △5,436 △5,060

流動資産合計 623,354 626,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 548,441 531,935

減価償却累計額 △298,745 △289,678

建物及び構築物（純額） 249,696 242,257

機械装置及び運搬具 1,532,585 1,477,207

減価償却累計額 △1,058,064 △1,020,608

機械装置及び運搬具（純額） 474,521 456,599

その他 102,879 100,897

減価償却累計額 △85,743 △83,982

その他（純額） 17,135 16,914

土地 81,376 80,669

建設仮勘定 65,776 64,955

有形固定資産合計 888,506 861,395

無形固定資産

のれん ※3
 17,768

※3
 17,375

その他 22,504 22,107

無形固定資産合計 40,272 39,482

投資その他の資産

投資有価証券 187,033 187,308

その他 53,142 51,615

貸倒引当金 △3,179 △2,679

投資その他の資産合計 236,996 236,244

固定資産合計 1,165,775 1,137,122

資産合計 1,789,129 1,764,038
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 120,830 124,350

短期借入金 59,548 60,388

コマーシャル・ペーパー 7,481 7,643

1年内償還予定の社債 32,558 32,633

未払法人税等 25,352 48,413

引当金 18,416 12,880

その他 117,190 115,925

流動負債合計 381,379 402,237

固定負債

社債 132,407 132,250

新株予約権付社債 100,000 100,000

長期借入金 175,291 172,362

退職給付引当金 61,855 59,283

特別修繕引当金 5,051 4,784

その他の引当金 12,565 12,425

その他 26,688 30,878

固定負債合計 513,859 511,985

負債合計 895,239 914,223

純資産の部

株主資本

資本金 90,873 90,873

資本剰余金 96,961 96,961

利益剰余金 770,853 748,751

自己株式 △21,713 △21,666

株主資本合計 936,975 914,920

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 36,741 38,555

繰延ヘッジ損益 977 81

為替換算調整勘定 △123,568 △145,313

評価・換算差額等合計 △85,849 △106,677

新株予約権 1,311 1,276

少数株主持分 41,452 40,296

純資産合計 893,890 849,815

負債純資産合計 1,789,129 1,764,038
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 315,094 308,591

売上原価 207,287 201,416

売上総利益 107,807 107,175

販売費及び一般管理費 ※1
 53,872

※1
 53,039

営業利益 53,934 54,135

営業外収益

受取利息 295 334

受取配当金 155 164

為替差益 2,994 3,746

持分法による投資利益 830 630

その他 736 833

営業外収益合計 5,011 5,710

営業外費用

支払利息 1,675 1,464

その他 1,212 406

営業外費用合計 2,887 1,871

経常利益 56,059 57,974

特別利益

固定資産売却益 332 124

投資有価証券売却益 1,056 －

事業構造改善引当金戻入額 － 109

その他 127 53

特別利益合計 1,516 288

特別損失

固定資産除却損 469 872

減損損失 191 －

災害による損失 － ※3
 4,179

事業構造改善費用 ※2
 472

※2
 249

その他 718 760

特別損失合計 1,851 6,062

税金等調整前四半期純利益 55,724 52,201

法人税等 14,324 12,761

少数株主損益調整前四半期純利益 － 39,439

少数株主利益 1,666 999

四半期純利益 39,733 38,439
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 55,724 52,201

減価償却費 27,086 27,460

減損損失 191 －

のれん償却額 351 393

引当金の増減額（△は減少） 2,973 7,738

受取利息及び受取配当金 △450 △498

支払利息 1,675 1,464

為替差損益（△は益） △1,843 △2,905

持分法による投資損益（△は益） △830 △630

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △908 7

固定資産除売却損益（△は益） 137 747

売上債権の増減額（△は増加） △8,874 16,542

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,912 △11,783

仕入債務の増減額（△は減少） △6,373 △7,778

その他 8,933 △7,388

小計 74,880 75,570

利息及び配当金の受取額 399 532

利息の支払額 △1,730 △1,450

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,046 △34,669

営業活動によるキャッシュ・フロー 68,503 39,982

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,600 △6,217

定期預金の払戻による収入 4,557 10,238

固定資産の取得による支出 △20,361 △27,013

固定資産の売却による収入 705 1,077

投資有価証券の取得による支出 △41 △420

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,131 65

子会社株式の取得による支出 － △1,243

その他 △209 △82

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,819 △23,595

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△4,275 △5,482

長期借入れによる収入 － 2,090

長期借入金の返済による支出 △13,044 △1,729

少数株主からの払込みによる収入 － 513

自己株式の取得による支出 △26 △49

配当金の支払額 △9,340 △16,337

その他 △1,124 △886

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,812 △21,881

現金及び現金同等物に係る換算差額 813 2,647

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,685 △2,846

現金及び現金同等物の期首残高 95,869 152,792

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 118,554

※1
 149,945
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結範囲の変更

　連結子会社は、当第１四半期連結会計期間において、新社を設立したことな

どにより６社を連結の範囲に含め、清算結了により１社を連結の範囲から除

外しております。

（２）変更後の連結子会社の数

　　183社

２．会計処理基準に関する事項の変更 （１）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用して

おります。

  この変更が経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は、軽微

であります。

　 （２）「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用してお

ります。

  この変更が営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は、軽微であります。　

　　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１. たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、主として、実地棚

卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっており、前連結会計年度以降に経営環境等に著し

い変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合

には、将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を

加味したものを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１．税金費用の計算 　当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、税金等調整前四半期純利益に一時差異等に該当しな

い重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。 な

お、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

 １　受取手形裏書譲渡高は次のとおりであります。  １　受取手形裏書譲渡高は次のとおりであります。

受取手形裏書譲渡高 1,482百万円
　

受取手形裏書譲渡高 2,112百万円
　

 ２　保証債務

 　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し次の

 とおり保証等を行っております。括弧内は保証予約等の

 金額で内数であります。

 ２　保証債務

 　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し次の

 とおり保証等を行っております。括弧内は保証予約等の

 金額で内数であります。  

ひびき灘開発

　

312百万円

（312百万円）

その他

　

159百万円

（13百万円）

計

　

471百万円

（325百万円）

ひびき灘開発

　

396百万円

（396百万円）

その他

　

173百万円

（13百万円）

計

　

570百万円

（410百万円）

※３　のれん及び負ののれんの表示

 　のれん及び負ののれんは、相殺表示をしております。

 相殺前の金額は次のとおりであります。 

 ※３　のれん及び負ののれんの表示

 　のれん及び負ののれんは、相殺表示をしております。

 相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 20,082百万円

負ののれん 2,314百万円

差引 17,768百万円
　

のれん 19,749百万円

負ののれん 2,374百万円

差引 17,375百万円
　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

運送費及び保管費 14,255百万円

給料手当及び賞与 14,049百万円

退職給付引当金繰入額 1,449百万円

研究開発費 9,154百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

運送費及び保管費 13,826百万円

給料手当及び賞与 13,393百万円

退職給付引当金繰入額 1,512百万円

研究開発費 9,882百万円

※２　事業構造改革のための一部の事業整理に伴う損失を

計上したものであります。

―――――

※２　事業構造改革のための一部の事業整理に伴う損失を

計上したものであります。

※３　平成23年３月11日に発生した東日本大震災による休

止費や復旧費等であります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 84,871百万円

有価証券（譲渡性預金） 43,000百万円

その他の流動資産に含まれる

短期貸付金（現先） 4,247百万円

計 132,119百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △13,564百万円

現金及び現金同等物 118,554百万円

　

現金及び預金勘定 99,188百万円

有価証券（譲渡性預金） 54,000百万円

その他の流動資産に含まれる

短期貸付金（現先） 3,199百万円

計 156,388百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,442百万円

現金及び現金同等物 149,945百万円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年３月31日）
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１　発行済株式の種類及び総数

　　  普通株式　　　1,186,705千株 

 

２　自己株式の種類及び株式数 

　　  普通株式　　　　 19,768千株

 

３　新株予約権等に関する事項 

　　  ストック・オプションとしての新株予約権 

　　　  新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社（親会社） 1,311百万円　 

 

４　配当に関する事項 

　　配当金支払額 

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり　　　
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成23年３月30日

定時株主総会 
普通株式 16,337 14.00

 平成22年　

12月31日

 平成23年　　

　３月31日
 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日　至  平成22年３月31日)

 
ガラス
（百万円）

電子・ディ
スプレイ
（百万円）

化学
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高
139,626108,96660,6155,884315,094 - 315,094

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
891 291 697 10,52612,407(12,407) -

計 140,518109,25861,31316,411327,501(12,407)315,094

    営業利益 2,59649,3901,902 156 54,046 (111)53,934

注   １　  事業区分の方法

事業区分は、製造方法及び販売市場の類似性に基づいております。

２　  各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ガラス 板ガラス、自動車用ガラス、太陽電池用ガラス、建築用材料等

電子・ディスプレイ 電子部品、ＦＰＤ用（液晶、ＰＤＰ等）ガラス基板等

化学 苛性ソーダ、塩素製品、フッ素樹脂、イオン交換膜等

その他 セラミックス製品等

　　　３　　有形固定資産の減価償却方法の変更

　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（２）に記載の通り、有形固定資

産の減価償却の方法については、従来、国内では主として定率法、海外では主として定額法によっておりま

したが、グループ内の会計処理の統一を図るために、当第１四半期連結会計期間より国内においても主とし

て定額法へ変更しました。

　　　　これに伴い、当第１四半期連結累計期間のガラス事業の営業利益が1,100百万円増加、電子・ディスプレイ事

業の営業利益が3,112百万円増加、化学事業の営業利益が1,279百万円増加、その他事業の営業利益が46百万

円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日　至  平成22年３月31日)

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

アメリカ
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高
131,316107,95719,15356,667315,094 - 315,094

(2) セグメント間の内部

売上高
63,21711,9782,727 889 78,813(78,813) -

計 194,534119,93621,88057,556393,907(78,813)315,094

営業利益又は営業損失

(△)
34,94119,829△1,414 △205 53,151 783 53,934

注  １　 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　 本邦以外の区分に属する主な国または地域

アジア ：インドネシア、シンガポール、タイ、台湾、中国、韓国

アメリカ ：米国

ヨーロッパ：ベルギー、オランダ、イタリア、スペイン、チェコ、ドイツ、フランス、イギリス、ロシア

３　　有形固定資産の減価償却方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（２）に記載の通り、有形固定資

産の減価償却の方法については、従来、国内では主として定率法、海外では主として定額法によっておりまし

たが、グループ内の会計処理の統一を図るために、当第１四半期連結会計期間より国内においても主として定

額法へ変更しました。

　これに伴い、当第１四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」のセグメントにおいて5,539百万円増加して

おります。

 

【海外売上高】

　　　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）  

　 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 118,096 19,117 57,031 3,729 197,974

Ⅱ　連結売上高（百万円）     315,094

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
37.5 6.1 18.1 1.1 62.8

 　 注　１　  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　  本邦以外の区分に属する主な国または地域

アジア ：インドネシア、シンガポール、タイ、台湾、中国、韓国

アメリカ ：米国

ヨーロッパ ：ベルギー、オランダ、イタリア、スペイン、チェコ、ドイツ、フランス、ロシア

その他の地域：オセアニア、中近東、アフリカ

 ３　  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決

定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品・サービス別に「ガラス」、「電子」及び「化学品」の３カンパニーを置き、各カンパニーは、取り扱う

製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、グローバルに事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、「ガラス」、「電子」及び「化学品」の３つを報告セグメントとしております。

なお、各報告セグメントに属する主要な製品の種類は、以下のとおりです。

報告セグメント 主要製品 

 ガラス

フロート板ガラス、型板ガラス、網入り磨板ガラス、Low-E（低放射）ガラス、

建築用加工ガラス（断熱・遮熱複層ガラス、安全ガラス、防・耐火ガラス、防犯ガラス等）、

自動車用強化ガラス、自動車用合わせガラス、ソーラー用ガラス、産業用加工ガラス、

装飾ガラス等　

 電子 　

表示デバイス用ガラス基板、ディスプレイ用特殊ガラス、ディスプレイ用周辺部材、

光学薄膜製品、オプトエレクトロニクス用部材、合成石英製品、ガラスフリット・ペースト、

半導体製造装置用部材、照明用製品等

 化学品 　
塩化ビニル原料、苛性ソーダ、ウレタン原料、ガス、溶剤、フッ素樹脂、撥水撥油剤、

医農薬中間体、ヨウ素製品、電池材料等

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日　至  平成23年３月31日)

（単位：百万円）　

　
報告セグメント　 その他

（注１）　
合計

調整額
（注２）　

四半期連結
損益計算書
計上額ガラス 電子 化学品

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 136,898105,87959,4296,384308,591 - 308,591

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
219 445 649 11,60612,920(12,920) -

計 137,118106,32460,07917,990321,512(12,920)308,591

   セグメント利益

　（営業利益）
6,44642,5624,714 324 54,047 88 54,135

注　１　　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、セラミックス製品等を含んでお

ります。

　　２　　セグメント利益の調整額88百万円には、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額等が含まれておりま

す。

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日)を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

１.　ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　売上原価及び販売費及び一般管理費　　18百万円

　

　２.　当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　 

 
平成23年３月

ストック・オプション
（株式報酬型）　

 付与対象者の区分及び数  当社執行役員　１名

 ストック・オプション数

 （注１）
 普通株式　31,000株

 付与日  平成23年３月１日

 権利確定条件  （注２）

 対象勤務期間  定めはありません

 権利行使期間
 30年間(自平成23年３月２日至平成53年３月１日)

（注２）

 権利行使価格（円） 1

 付与日における公正な評価　

　　　　　単価（円）
945

　注１　株式数に換算して記載しております。

　注２　権利確定条件及び権利行使期間

新株予約権者は、上記の権利行使期間内において、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失

した日の翌日から10年間に限り新株予約権を行使できる。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 729.37円 １株当たり純資産額 692.59円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額

　

34.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
31.56円

　

１株当たり四半期純利益金額

　

32.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
30.53円

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額  　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　

四半期純利益（百万円） 39,733　 38,439　

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 39,733 38,439

期中平均株式数（千株） 1,167,570 1,166,950

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － 1

普通株式増加数（千株） 91,356 92,156

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

 

　　　　　　　　－

 

　　　　　　　　－

　

（重要な後発事象）

 当第１四半期連結会計期間

（自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

旭硝子株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　輝夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平野　巌　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 乗松　敏隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭硝子株式会社の平

成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、旭硝子株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、当第１四半期連

結会計期間より、国内における有形固定資産の減価償却の方法を主として定率法から、主として定額法へ変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

 　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

旭硝子株式会社(E01122)

四半期報告書

55/56



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月13日

旭硝子株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　輝夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平野　巌　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 乗松　敏隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭硝子株式会社の平

成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、旭硝子株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

 　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

旭硝子株式会社(E01122)

四半期報告書

56/56


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財務状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

